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【別紙】監査調書 確認指導監査（D）特定教育・保育施設・（E）特定地域型保育事業

■根拠法令等一覧:確認指導監査（D）特定教育・保育施設

番号 監査種別 施設種別 種別 法令等 略称

1 確認指導監査 特定教育・保育施設 法律 子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号） 子ども・子育て支援法

2 確認指導監査 特定教育・保育施設 法律 児童福祉法（昭和22年法律第164号） 児童福祉法

3 確認指導監査 特定教育・保育施設 法律 児童虐待の防止等に関する法律（平成12年法律第82号） 児童虐待の防止等に関する法律

4 確認指導監査 特定教育・保育施設 府省令
特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・子育て支援施設等の運営に関する基準（平成26
年内閣府令第39号）

運営基準

5 確認指導監査 特定教育・保育施設 国通知等 保育所や幼稚園等における虐待の防止及び発生時の対応等に関するガイドライン（令和７年局⾧連名通知） 虐待等の防止、対応等ガイドライン

6 確認指導監査 特定教育・保育施設 国通知等 子ども虐待対応の手引き（令和６年４月こども家庭庁支援局虐待防止対策課） 子ども虐待対応の手引き

7 確認指導監査 特定教育・保育施設 国通知等 特定教育・保育等に要する費用の額の算定に関する基準等の実施上の留意事項について（令和８年こ成保306号） 留意事項通知

8 確認指導監査 特定教育・保育施設 国通知等 施設型給付費等に係る処遇改善等加算について（令和８年こ成保319号）
施設型給付費等に係る処遇改善等加

算について

9 確認指導監査 特定教育・保育施設 国通知等
社会福祉事業の経営者による福祉サービスに関する苦情解決の仕組みの指針について（平成12年社援第1352号通
知）

社援第1352号通知

10 確認指導監査 特定教育・保育施設 条例
伊勢原市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例（平成26年条例第17
号）

条例
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【別紙】監査調書 確認指導監査（D）特定教育・保育施設・（E）特定地域型保育事業

■監査調書:確認指導監査（D）特定教育・保育施設

番号 分類 基本的な考え方（根拠条文） 監査評価項目・自己点検項目
監査評価項目・自
己点検項目の定義

評価対象と
なる施設

評価区分 経過措置 着眼点 事前提出書類 事前提出情報 当日確認書類 根拠法令等 関連法令・告示・通知等 関連条例等
毎年の確認
を任意とする
項目

参考
項目

施設監査
との重複

1 一般原則

特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業者(以下「特定教育・保育施設等」という。)は、良
質かつ適切であり、かつ、子どもの保護者の経済的負担の軽減について適切に配慮された内容及び
水準の特定教育・保育又は特定地域型保育の提供を行うことにより、全ての子どもが健やかに成⾧
するために適切な環境が等しく確保されることを目指すものでなければならない。

全てのこどもが健やかに成⾧するために適切な環境が等しく確保され
ることを目指すものとなっているか。

適 / 否 / 対象外
特定教育・
保育施設

文書指摘
事項

-
・職員の行動動向、こどもたちの行動動向等、園の雰囲気を
確認する。
・入園のしおりや保護者への通知文書等を確認する。

- - - ・運営基準第3条第1項 - ・条例第3条第1項 - - -

2 一般原則
特定教育・保育施設等は、当該特定教育・保育施設等を利用する小学校就学前子どもの意思及
び人格を尊重して、常に当該小学校就学前子どもの立場に立って特定教育・保育又は特定地域
型保育を提供するように努めなければならない。

こどもの意思及び人格を尊重して、常にこどもの立場に立って特定教
育・保育を提供しているか。

適 / 否 / 対象外
特定教育・
保育施設

助言指摘
事項

-
・保護者説明会や職員会議録・保育記録等に人格を尊重し
た保育の視点で対応しているかを確認する。
・詳細は番号40,41で確認。

- - - ・運営基準第3条第2項 - ・条例第3条第5項 - - -

3 一般原則

特定教育・保育施設等は、地域及び家庭との結び付きを重視した運営を行い、都道府県、市町
村、小学校、他の特定教育・保育施設等、地域子ども・子育て支援事業を行う者、他の児童福祉
施設その他の学校又は保健医療サービス若しくは福祉サービスを提供する者との密接な連携に努め
なければならない。

地域及び家庭との結び付きを重視した運営を行い、各保育等関係
者との密接に連携しているか。

適 / 否 / 対象外
特定教育・
保育施設

助言指摘
事項

-

・地域交流はどのようなことを実施しているか、確認する。（子
育て支援に関わる地域人材の活用を図っているか確認す
る。）
・交流・連携の実施記録やヒアリングにて確認する。
・詳細は番号17、53で確認。

- - - ・運営基準第3条第3項 - ・条例第3条第6項 - - -

4 一般原則
特定教育・保育施設等は、当該特定教育・保育施設等を利用する小学校就学前子どもの人権の
擁護、虐待の防止等のため、責任者を設置する等必要な体制の整備を行うとともに、その従業者に
対し、研修を実施する等の措置を講ずるよう努めなければならない。

こどもの人権の擁護、虐待の防止等のため、責任者を設置する等必
要な体制の整備を行うとともに、その従業者に対し、研修を実施する
等の措置を講じているか。

適 / 否 / 対象外
特定教育・
保育施設

助言指摘
事項

-

・前回監査結果通知時からの虐待行為の有無を確認する。
・虐待防止研修の実施有無、虐待防止対応マニュアルの整
備有無、責任者の設置有無を確認する。
・虐待の早期発見・虐待防止策について確認する。
・詳細は番号37、41で確認。

- - - ・運営基準第3条第4項 - ・条例第3条第7項 - - -

5
利用定員に関

する基準
特定教育・保育施設(認定こども園及び保育所に限る。)は、その利用定員(法第二十七条第一項
の確認において定めるものに限る。以下この節において同じ。)の数を二十人以上とする。

利用定員が20人以上となっているか。 適 / 否 / 対象外
特定教育・
保育施設

文書指摘
事項

-
・運営規程や入園のしおり等を確認する。
・詳細は番号34で確認。

- - - ・運営基準第4条第1項 - ・条例第4条第1項 - - -

6
利用定員に関

する基準

特定教育・保育施設は、次の各号に掲げる特定教育・保育施設の区分に応じ、当該各号に定める
小学校就学前子どもの区分ごとの利用定員を定めるものとする。ただし、法第十九条第三号に掲げ
る小学校就学前子どもの区分にあっては、満一歳に満たない小学校就学前子ども及び満一歳以上
の小学校就学前子どもに区分して定めるものとする。

一　認定こども園　法第十九条各号に掲げる小学校就学前子どもの区分
二　幼稚園　法第十九条第一号に掲げる小学校就学前子どもの区分
三　保育所　法第十九条第二号に掲げる小学校就学前子どもの区分及び同条第三号に掲げる小
学校就学前子どもの区分

各区分ごとの利用定員となっているか。 適 / 否 / 対象外
特定教育・
保育施設

文書指摘
事項

-
・運営規程や入園のしおり等を確認する。
・詳細は番号34で確認。

- - - ・運営基準第4条第2項 - ・条例第4条第2項 - - -

7
内容及び手続
の説明及び同

意

特定教育・保育施設は、特定教育・保育の提供の開始に際しては、あらかじめ、利用の申込みを
行った教育・保育給付認定保護者(以下「利用申込者」という。)に対し、第二十条に規定する運営
規程の概要、職員の勤務体制、第十三条の規定により支払を受ける費用に関する事項その他の利
用申込者の教育・保育の選択に資すると認められる重要事項を記した文書を交付して説明を行い、
当該提供の開始について利用申込者の同意を得なければならない。

特定教育・保育の提供の開始に際しては、あらかじめ、保護者に対
し、運営規程の概要、職員の勤務体制、支払を受ける費用に関す
る事項その他の利用申込者の教育・保育の選択に資すると認められ
る重要事項を記した文書を交付して説明を行い、同意を得ている
か。

適 / 否 / 対象外
特定教育・
保育施設

文書指摘
事項

-

・重要事項説明書（入園前に保護者に渡している冊子等）
を確認する。（※特に利用者が負担する費用がきちんと記載
されているかを確認する。）
・保護者同意書のサイン等を確認する。（※同意は、文書に
よることを要しない）

・運営規程
・重要事項説明
書
・要覧・入園のし
おり

-
・重要事項の同意
書

・運営基準第5条 - ・条例第5条 - - -

8
正当な理由の
ない提供拒否

の禁止等

特定教育・保育施設は、教育・保育給付認定保護者から利用の申込みを受けたときは、正当な理
由がなければ、これを拒んではならない。

正当な理由がないにも関わらず支給認定保護者の利用の申込みを
拒否していないか。

※正当な理由とは
①定員に空きがない場合
②定員を上回る利用の申し込みがあった場合
③その他特別な事情がある場合
・特別な支援が必要な子どもの状況と施設、事業の受入れ能力・体制との関係
・利用者負担の滞納との関係
・設置者・事業者による通園標準地域の設定との関係
・保護者とのトラブルとの関係
（事業者向けFAQより）

適 / 否 / 対象外

特定教育・
保育施設

（保育所は
対象外）

文書指摘
事項

-

・利用申込みの受け付け方法（書面・窓口・オンライン等）
が明示されているか、受付期間や申込方法について、広く公
表されているか（不当に隠されていないか）を確認する。
・特定の家庭、国籍、障害、就労状況等を理由に恣意的な
拒否がないかをヒアリング等で確認する。

- - - ・運営基準第6条第1項
・子ども・子育て支援法第
33条第1項

・条例第6条第1項
・条例附則2

- - -

9
特定保育所に
関する特例

特定保育所は、市町村から児童福祉法第二十四条第一項の規定に基づく保育所における保育を
行うことの委託を受けたときは、正当な理由がない限り、これを拒んではならない。

特定保育所は、正当な理由がない限り市町村から保育を行うことの
委託を拒んでいないか。

適 / 否 / 対象外
私立保育

所
文書指摘

事項
-

・施設が市町村からの委託に対して、受け入れを拒否した事
例があるか、継続的に起きていないかを確認する。
・拒否理由を確認し、定員充足・職員配置基準等の正当な
理由であるかを確認する。

- - - ・運営基準附則第2条第2項 - ・条例附則3 - - -

10
正当な理由の
ない提供拒否

の禁止等

特定教育・保育施設は、利用申込者に係る教育・保育給付認定子どもに対し自ら適切な教育・保
育を提供することが困難である場合は、適切な特定教育・保育施設又は特定地域型保育事業を
紹介する等の適切な措置を速やかに講じなければならない。

自ら適切な教育・保育の提供が困難な場合、適切な措置を速やか
に講じているか。

適 / 否 / 対象外

特定教育・
保育施設

（保育所は
対象外）

文書指摘
事項

-

・適切な教育・保育の提供が困難と判断する基準があるかを
確認する。（医療的ケアへの対応等）
・受入が困難な場合に対応する方法を確認する。（速やかに
他の適切な施設や支援機関を紹介しているかを確認する。）

- - - ・運営基準第6条第5項 -
・条例第6条第5項
・条例附則2

- - -

11
あっせん、調整
及び要請に対

する協力

特定教育・保育施設は、当該特定教育・保育施設の利用について法第四十二条第一項の規定に
より市町村が行うあっせん及び要請に対し、できる限り協力しなければならない。

特定教育・保育施設は、当該特定教育・保育施設の利用につい
て、市町村が行うあっせん及び要請に対し、できる限り協力している
か。

適 / 否 / 対象外

特定教育・
保育施設

（保育所は
対象外）

文書指摘
事項

-
・市町村が行うあっせん及び要請に対し、定員に空きがあるに
も関わらず、受入を不当に拒否していないかを確認する。

- - - ・運営基準第7条第1項
・子ども・子育て支援法第
42条第2項

・条例第7条第1項
・条例附則2

- - -
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【別紙】監査調書 確認指導監査（D）特定教育・保育施設・（E）特定地域型保育事業

■監査調書:確認指導監査（D）特定教育・保育施設

番号 分類 基本的な考え方（根拠条文） 監査評価項目・自己点検項目
監査評価項目・自
己点検項目の定義

評価対象と
なる施設

評価区分 経過措置 着眼点 事前提出書類 事前提出情報 当日確認書類 根拠法令等 関連法令・告示・通知等 関連条例等
毎年の確認
を任意とする
項目

参考
項目

施設監査
との重複

12
あっせん、調整
及び要請に対

する協力

特定教育・保育施設(認定こども園又は保育所に限る。以下この項において同じ。)は、法第十九条
第二号又は第三号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもに係る当
該特定教育・保育施設の利用について児童福祉法第二十四条第三項(同法附則第七十三条第
一項の規定により読み替えて適用する場合を含む。)の規定により市町村が行う調整及び要請に対
し、できる限り協力しなければならない。

2号認定こども又は 3号認定こどもに該当する教育・保育給付認定
こどもに係る、当該特定教育・保育施設の利用について、市町村が
行う調整及び要請に対し、できる限り協力しているか。

適 / 否 / 対象外

特定教育・
保育施設

（保育所は
対象外）

文書指摘
事項

-
・市町村が行う調整及び要請に対し、定員に空きがあるにも
関わらず、受入を不当に拒否していないかを確認する。

- - - ・運営基準第7条第2項 -
・条例第7条第2項
・条例附則2

- - -

13
受給資格等の

確認

特定教育・保育施設は、特定教育・保育の提供を求められた場合は、必要に応じて、教育・保育給
付認定保護者の提示する支給認定証(教育・保育給付認定保護者が支給認定証の交付を受け
ていない場合にあっては、子ども・子育て支援法施行規則(平成二十六年内閣府令第四十四号)
第七条第二項の規定による通知)によって、教育・保育給付認定の有無、教育・保育給付認定子
どもの該当する法第十九条各号に掲げる小学校就学前子どもの区分、教育・保育給付認定の有
効期間及び保育必要量等を確かめるものとする。

特定教育・保育の提供が求められた場合は、必要に応じて、支給認
定証により、受給資格等を確認しているか。

適 / 否 / 対象外
特定教育・
保育施設

文書指摘
事項

-

・利用申込や入園手続きの際に、保護者から支給認定証の
提示を受けているかを確認する。
・支給認定証の、有効期限や認定区分を確認しているかを確
認する。

- - - ・運営基準第8条 - ・条例第8条 - - -

14
教育・保育給
付認定の申請
に係る援助

特定教育・保育施設は、教育・保育給付認定を受けていない保護者から利用の申込みがあった場
合は、当該保護者の意思を踏まえて速やかに当該申請が行われるよう必要な援助を行わなければな
らない。

教育・保育給付認定を受けていない保護者から利用の申し込みが
あった場合は、当該保護者の意思を踏まえて速やかに当該申請が
行われるよう、教育・保育給付認定の申請に係る必要な援助を行っ
ているか。

適 / 否 / 対象外
特定教育・
保育施設

文書指摘
事項

-
・教育・保育給付認定の申請について、保護者への援助方法
を確認する。

- - - ・運営基準第9条第1項 - ・条例第9条第1項 - - -

15
教育・保育給
付認定の申請
に係る援助

特定教育・保育施設は、教育・保育給付認定の変更の認定の申請が遅くとも教育・保育給付認定
保護者が受けている教育・保育給付認定の有効期間の満了日の三十日前には行われるよう必要
な援助を行わなければならない。ただし、緊急その他やむを得ない理由がある場合には、この限りでは
ない。

支給認定の変更の申請が遅くとも支給認定保護者が受けている支
給認定の有効期間の満了の日の30日前には行われるよう必要な援
助を行っているか。

適 / 否 / 対象外
特定教育・
保育施設

文書指摘
事項

-
・支給認定の変更の申請について、保護者への援助方法を
確認する。

- - - ・運営基準第9条第2項 - ・条例第9条第2項 - - -

16
心身の状況等

の把握

特定教育・保育施設は、特定教育・保育の提供に当たっては、教育・保育給付認定子どもの心身
の状況、その置かれている環境、他の特定教育・保育施設等の利用状況等の把握に努めなければ
ならない。

特定教育・保育の提供に当たっては、支給認定こどもの心身の状
況、その置かれている環境、他の特定教育・保育施設等の利用状
況等の把握に努めているか。

適 / 否 / 対象外
特定教育・
保育施設

助言指摘
事項

-
・入所児童についての個別に記録をしている資料（児童票、
個別記録等）を確認する。

- -
・児童票
・個別記録等

・運営基準第10条 - ・条例第10条 - - ●

17
小学校等との

連携

特定教育・保育施設は、特定教育・保育の提供の終了に際しては、教育・保育給付認定子どもに
ついて、小学校における教育又は他の特定教育・保育施設等において継続的に提供される教育・保
育との円滑な接続に資するよう、教育・保育給付認定子どもに係る情報の提供その他小学校、特定
教育・保育施設等、地域子ども・子育て支援事業を行う者その他の機関との密接な連携に努めなけ
ればならない。

特定教育・保育の提供の終了に際しては、小学校における教育又
は他の特定教育・保育施設等において継続的に提供される教育・
保育との円滑な接続に資するよう、支給認定こどもに係る情報の提
供その他小学校、特定教育・保育施設等、地域子ども・子育て支
援事業を行う者その他の機関との密接な連携に努めているか。

適 / 否 / 対象外
特定教育・
保育施設

助言指摘
事項

-
・児童保育要録等を確認し、卒園予定児の記録を、毎年就
学先の小学校に提出しているかを確認する。

- -
・保育要録
・指導要録

・運営基準第11条 - ・条例第11条 - - ●

18
教育・保育の
提供の記録

特定教育・保育施設は、特定教育・保育を提供した際は、提供日、内容その他必要な事項を記録
しなければならない。

特定教育・保育を提供した際は、提供した日、内容その他必要な事
項を記録しているか。

適 / 否 / 対象外
特定教育・
保育施設

文書指摘
事項

- ・保育日誌等を確認する。 - -
・出席簿
・児童票
・保育日誌等

・運営基準第12条 - ・条例第12条 - - ●

19
利用者負担
額等の受領

特定教育・保育施設は、特定教育・保育を提供した際は、教育・保育給付認定保護者(満三歳未
満保育認定子どもに係る教育・保育給付認定保護者に限る。)から当該特定教育・保育に係る利
用者負担額(満三歳未満保育認定子どもに係る教育・保育給付認定保護者についての法第二十
七条第三項第二号に掲げる額をいう。)の支払を受けるものとする。

特定教育・保育を提供した際は、保護者から当該特定教育・保育
に係る利用者負担額の支払を受けているか。

適 / 否 / 対象外

特定教育・
保育施設

（保育所は
対象外）

文書指摘
事項

-
・保護者との間に締結した契約書（利用料が明記されたも
の）を確認する。

- -
・利用者負担額に
係る書類

・運営基準第13条第1項
・子ども・子育て支援法第
27条第3項第2号

・条例第13条第1項 - - -

20
利用者負担
額等の受領

特定教育・保育施設は、法定代理受領を受けないときは、教育・保育給付認定保護者から、当該
特定教育・保育に係る特定教育・保育費用基準額(法第二十七条第三項第一号に掲げる額をい
う。次項において同じ。)の支払を受けるものとする。

法定代理受領を受けないとき、支給認定保護者から特定教育・保
育費用基準額の支払いを適切に受けているか。

適 / 否 / 対象外
特定教育・
保育施設

文書指摘
事項

-
・保護者に交付する請求書や領収書に、教育・保育給付費
の部分の金額が明確に表示されているかを確認する。

- - - ・運営基準第13条第2項 - ・条例第13条第2項 - - -

21
利用者負担
額等の受領

特定教育・保育施設は、前二項の支払を受ける額のほか、特定教育・保育の提供に当たって、当
該特定教育・保育の質の向上を図る上で特に必要であると認められる対価について、当該特定教
育・保育に要する費用として見込まれるものの額と特定教育・保育費用基準額との差額に相当する
金額の範囲内で設定する額の支払を教育・保育給付認定保護者から受けることができる。

特定教育・保育の提供に当たって、当該特定教育・保育の質の向
上を図る上で特に必要であると認められる対価について、当該特定
教育・保育に必要する費用として見込まれるものの額と特定教育・
保育費用基準額との差額に相当する金額の範囲内で設定している
か。

適 / 否 / 対象外
特定教育・
保育施設

文書指摘
事項

-
・上乗せ徴収がある場合、保護者からの同意文書（書面）
があるかを確認する。

- -

・上乗せ徴収に係
る書類（保護者
への説明書類、同
意書）

・運営基準第13条第3項 - ・条例第13条第3項 - - -

22
利用者負担
額等の受領

特定教育・保育施設は、前三項の支払を受ける額のほか、特定教育・保育において提供される便
宜に要する費用のうち、次に掲げる費用の額の支払を教育・保育給付認定保護者から受けることが
できる。

一　日用品、文房具その他の特定教育・保育に必要な物品の購入に要する費用
二　特定教育・保育等に係る行事への参加に要する費用
三　食事の提供に要する費用
四　特定教育・保育施設に通う際に提供される便宜に要する費用
五　前四号に掲げるもののほか、特定教育・保育において提供される便宜に要する費用のうち、特定
教育・保育施設の利用において通常必要とされるものに係る費用であって、教育・保育給付認定保
護者に負担させることが適当と認められるもの

運営基準第13条第４項に定める便宜に要する費用について、教
育・保育給付認定保護者から支払を受けることができる費用の額以
外の支払いを受けていないか。

適 / 否 / 対象外
特定教育・
保育施設

文書指摘
事項

-
・保護者への案内文書（重要事項説明書、費用明細等）
で、費用の使途、徴収理由、金額が明確に示されているかを
確認する。

- -

・実費徴収に係る
書類（保護者へ
の説明書類、同
意書）

・運営基準第13条第4項 - ・条例第13条第4項 - - -

23
利用者負担
額等の受領

特定教育・保育施設は、前四項の費用の額の支払を受けた場合は、当該費用に係る領収証を当
該費用の額を支払った教育・保育給付認定保護者に対し交付しなければならない。

運営基準第13条第１項から第４項の費用の額の支払いを受けた
場合は、当該費用に係る領収証を当該費用の額を支払った保護者
に対し、交付しているか。

適 / 否 / 対象外
特定教育・
保育施設

文書指摘
事項

-
・費用の支払いを受けた際の領収証を確認する。（集金袋
等でも可、口座引き落としや振り込みの場合は、請求書や明
細書の交付も可）

- - ・領収証の控え ・運営基準第13条第5項 - ・条例第13条第5項 - - -
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【別紙】監査調書 確認指導監査（D）特定教育・保育施設・（E）特定地域型保育事業

■監査調書:確認指導監査（D）特定教育・保育施設

番号 分類 基本的な考え方（根拠条文） 監査評価項目・自己点検項目
監査評価項目・自
己点検項目の定義

評価対象と
なる施設

評価区分 経過措置 着眼点 事前提出書類 事前提出情報 当日確認書類 根拠法令等 関連法令・告示・通知等 関連条例等
毎年の確認
を任意とする
項目

参考
項目

施設監査
との重複

24
利用者負担
額等の受領

特定教育・保育施設は、第三項及び第四項の金銭の支払を求める際は、あらかじめ、当該金銭の
使途及び額並びに教育・保育給付認定保護者に金銭の支払を求める理由について書面によって明
らかにするとともに、教育・保育給付認定保護者に対して説明を行い、文書による同意を得なければ
ならない。ただし、第四項の規定による金銭の支払に係る同意については、文書によることを要しな
い。

保護者に対し、運営基準第13条第３項及び第４項の金銭の支払
いを求める場合には、あらかじめ、当該金銭の使途及び額並びに金
銭の支払いを求める理由について、書面によって明らかにするととも
に、保護者に対して説明を行い文書による同意を得ているか。（ただ
し、第４項の規定による金銭の支払に係る同意については、文書に
よることを要しない。）

適 / 否 / 対象外
特定教育・
保育施設

文書指摘
事項

-
・上乗せ徴収がある場合、保護者からの同意文書（書面）
があるかを確認する。
（※実費徴収に係る同意は、文書によることを要しない）

- -

・上乗せ徴収に係
る同意書
・実費徴収に係る
同意書

・運営基準第13条第6項 - ・条例第13条第6項 - - -

25
施設型給付
費等の額に係

る通知等

特定教育・保育施設は、法定代理受領により特定教育・保育に係る施設型給付費(法第二十七
条第一項の施設型給付費をいう。以下同じ。)の支給を受けた場合は、教育・保育給付認定保護
者に対し、当該教育・保育給付認定保護者に係る施設型給付費の額を通知しなければならない。

法定代理受領により受けた施設型給付費の額を、支給認定保護
者に対し通知しているか。

適 / 否 / 対象外

特定教育・
保育施設

（保育所は
対象外）

文書指摘
事項

-
・法定代理受領により受けた施設型給付費の額を、支給認
定保護者に対し、通知している方法（掲示等）を確認する。

- -
・給付費の額に係
る通知

・運営基準第14条第1項

・法定代理受領に係る施
設型給付費等の額の支給
認定保護者への通知につ
いて
・子ども・子育て支援法附
則第6条

・条例第14条第1項 - - -

26
施設型給付
費等の額に係

る通知等

特定教育・保育施設は、前条第二項の法定代理受領を行わない特定教育・保育に係る費用の額
の支払を受けた場合は、その提供した特定教育・保育の内容、費用の額その他必要と認められる事
項を記載した特定教育・保育提供証明書を教育・保育給付認定保護者に対して交付しなければ
ならない。

必要と認められる事項を記載した特定教育・保育提供証明書を支
給認定保護者に対し交付しているか。

適 / 否 / 対象外

特定教育・
保育施設

（保育所は
対象外）

文書指摘
事項

- ・特定教育・保育提供証明書を確認する。 - -
・特定教育・保育
提供証明書

・運営基準第14条第2項 - ・条例第14条第2項 - - -

27
特定教育・保
育の取扱方針

特定教育・保育施設は、次の各号に掲げる施設の区分に応じて、それぞれ当該各号に定めるものに
基づき、小学校就学前子どもの心身の状況等に応じて、特定教育・保育の提供を適切に行わなけ
ればならない。

一　幼保連携型認定こども園(就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関
する法律(平成十八年法律第七十七号。以下「認定こども園法」という。)第二条第七項に規定す
る幼保連携型認定こども園をいう。以下同じ。)　幼保連携型認定こども園教育・保育要領(認定こ
ども園法第十条第一項の規定に基づき主務大臣が定める幼保連携型認定こども園の教育課程そ
の他の教育及び保育の内容に関する事項をいう。次項において同じ。)
二　認定こども園(認定こども園法第三条第一項又は第三項の認定を受けた施設及び同条第十項
の規定による公示がされたものに限る。)　次号及び第四号に掲げる事項
三　幼稚園　幼稚園教育要領(学校教育法(昭和二十二年法律第二十六号)第二十五条第一
項の規定に基づき文部科学大臣が定める幼稚園の教育課程その他の教育内容に関する事項をい
う。)
四　保育所　児童福祉施設の設備及び運営に関する基準(昭和二十三年厚生省令第六十三号)
第三十五条の規定に基づき保育所における保育の内容について内閣総理大臣が定める指針

施設の区分に応じ、該当する要領・指針等に基づき、心身の状況
等に応じた適切な特定教育・保育の提供を行っているか。

適 / 否 / 対象外
特定教育・
保育施設

文書指摘
事項

- ・全体的な計画が策定されているか確認する。 - - ・全体的な計画 ・運営基準第15条第1項

・幼保連携型認定こども園
教育・保育要領
・幼稚園教育要領
・保育所保育指針

・条例第15条第1項 - - ●

28
特定教育・保
育の取扱方針

前項第二号に掲げる認定こども園が特定教育・保育を提供するに当たっては、同号に掲げるもののほ
か、幼保連携型認定こども園教育・保育要領を踏まえなければならない。

特定教育・保育を提供するに当たっては、幼稚園教育要領及び保
育所保育指針に掲げるもののほか、幼保連携型認定こども園教育・
保育要領を踏まえているか。

適 / 否 / 対象外

幼保連携
型認定こど
も園以外の
認定こども

園

文書指摘
事項

-
・いずれの要領・基準に基づいて、教育・保育の提供を行って
いるかを確認する。

- - - ・運営基準第15条第2項 - ・条例第15条第2項 - - ●

29
特定教育・保
育に関する評

価等

特定教育・保育施設は、自らその提供する特定教育・保育の質の評価を行い、常にその改善を図ら
なければならない。

特定教育・保育の質の自己評価を行い、改善を図っているか。 適 / 否 / 対象外
特定教育・
保育施設

文書指摘
事項

- ・自己評価表にて、自己評価を実施しているかを確認する。 - - ・自己評価表 ・運営基準第16条第1項
・子ども・子育て支援法第
33条第5項

・条例第16条第1項 - - ●

30
特定教育・保
育に関する評

価等

特定教育・保育施設は、定期的に当該特定教育・保育施設を利用する教育・保育給付認定保護
者その他の特定教育・保育施設の関係者(当該特定教育・保育施設の職員を除く。)による評価又
は外部の者による評価を受けて、それらの結果を公表し、常にその改善を図るよう努めなければならな
い。

定期的に当該特定教育・保育施設を利用する保護者その他の特
定教育・保育施設の関係者（職員を除く。）による評価又は外部
の者による評価を受けて、それらの結果を公表し、常にその改善を図
るよう努めているか。

適 / 否 / 対象外
特定教育・
保育施設

助言指摘
事項

-

・評価にあたっては、利用者アンケートを実施しているかを確認
する。
・保護者や関係者からの評価に対する、公表方法や評価結
果の活用方法を確認する。
・第三者評価の受審状況（前回受審年度や今年度受診予
定の有無）を確認する。

- -
・外部評価表
・公表記録

・運営基準第16条第2項
・子ども・子育て支援法第
33条第5項

・条例第16条第2項 - - ●

31 相談及び援助

特定教育・保育施設は、常に教育・保育給付認定子どもの心身の状況、その置かれている環境等
の的確な把握に努め、当該教育・保育給付認定子ども又は当該教育・保育給付認定子どもに係る
教育・保育給付認定保護者に対し、その相談に適切に応じるとともに、必要な助言その他の援助を
行わなければならない。

こどもの心身の状況、置かれている環境の的確な把握に努め、保護
者に対し、相談に適切に応じ、助言その他援助を行っているか。

適 / 否 / 対象外
特定教育・
保育施設

文書指摘
事項

-

・こどもに障害や発達上の課題が見られる場合には、保護者の
希望に応じて個別の支援を行っているか、相談・面談記録等
を確認する。
・保護者に不適切な養育等が疑われる場合には、市町村や
関係機関と連携し、適切な対応を図っているか、外部機関と
の連携の記録を確認する。

- - ・児童票 ・運営基準第17条 - ・条例第17条 - - ●

32
緊急時等の対

応

特定教育・保育施設の職員は、現に特定教育・保育の提供を行っているときに教育・保育給付認
定子どもに体調の急変が生じた場合その他必要な場合は、速やかに当該教育・保育給付認定子ど
もに係る教育・保育給付認定保護者又は医療機関への連絡を行う等の必要な措置を講じなければ
ならない。

体調の急変時その他必要な場合に速やかに保護者又は医療機関
への連絡を行う等の必要な措置を講じているか。

適 / 否 / 対象外
特定教育・
保育施設

文書指摘
事項

-
・緊急時対応マニュアル等を確認し、対応方法が決められてい
るかを確認する。また、緊急連絡先が最新のものとなっているか
等を確認する。

- -
・事故対応マニュ
アル
・緊急連絡先

・運営基準第18条 - ・条例第18条 - - ●
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【別紙】監査調書 確認指導監査（D）特定教育・保育施設・（E）特定地域型保育事業

■監査調書:確認指導監査（D）特定教育・保育施設

番号 分類 基本的な考え方（根拠条文） 監査評価項目・自己点検項目
監査評価項目・自
己点検項目の定義

評価対象と
なる施設

評価区分 経過措置 着眼点 事前提出書類 事前提出情報 当日確認書類 根拠法令等 関連法令・告示・通知等 関連条例等
毎年の確認
を任意とする
項目

参考
項目

施設監査
との重複

33

教育・保育給
付認定保護
者に関する市
町村への通知

特定教育・保育施設は、特定教育・保育を受けている教育・保育給付認定子どもに係る教育・保
育給付認定保護者が偽りその他不正な行為によって施設型給付費の支給を受け、又は受けようと
したときは、遅滞なく、意見を付してその旨を市町村に通知しなければならない。

偽りその他不正な行為によって支給を受けた又は受けようとした場合
は、遅滞なく意見を付して市町村に通知しているか。

適 / 否 / 対象外
特定教育・
保育施設

文書指摘
事項

- ・不正受給に関する、市町村への通知文書を確認する。 - - - ・運営基準第19条 - ・条例第19条 - - -

34 運営規程

特定教育・保育施設は、次に掲げる施設の運営についての重要事項に関する規程(第二十三条に
おいて「運営規程」という。)を定めておかなければならない。

一　施設の目的及び運営の方針
二　提供する特定教育・保育の内容
三　職員の職種、員数及び職務の内容
四　特定教育・保育の提供を行う日(法第十九条第一号に掲げる小学校就学前子どもの区分に係
る利用定員を定めている施設にあっては、学期を含む。以下この号において同じ。)及び時間、提供を
行わない日
五　第十三条の規定により教育・保育給付認定保護者から支払を受ける費用の種類、支払を求め
る理由及びその額
六　第四条第二項各号に定める小学校就学前子どもの区分ごとの利用定員
七　特定教育・保育施設の利用の開始、終了に関する事項及び利用に当たっての留意事項(第六
条第二項及び第三項に規定する選考方法を含む。)
八　緊急時等における対応方法
九　非常災害対策
十　虐待の防止のための措置に関する事項
十一　その他特定教育・保育施設の運営に関する重要事項

運営についての重要事項に関する規程を定めているか。 適 / 否 / 対象外
特定教育・
保育施設

文書指摘
事項

-

・運営規程を整備しているか確認する。
・運営規程の内容が適切か確認する。
・運営規程のうち、緊急時の対応及び非常災害対策部分に
ついて、直近の対応記録の確認や職員聞き取りを行い、実際
に運用されているか確認する。
・重要事項に関する規定に、下記の内容が含まれているか確
認する。
一　施設の目的及び運営の方針
二　提供する特定教育・保育の内容
三　職員の職種、員数及び職務の内容
四　特定教育・保育の提供を行う日(法第十九条第一号に掲げる
小学校就学前こどもの区分に係る利用定員を定めている施設にあっ
ては、学期を含む。以下この号において同じ。)及び時間、提供を行
わない日
五　第十三条の規定により教育・保育給付認定保護者から支払を
受ける費用の種類、支払を求める理由及びその額
六　第四条第二項各号に定める小学校就学前こどもの区分ごとの
利用定員
七　特定教育・保育施設の利用の開始、終了に関する事項及び利
用に当たっての留意事項(第六条第二項及び第三項に規定する選
考方法を含む。)
八　緊急時等における対応方法
九　非常災害対策
十　虐待の防止のための措置に関する事項
十一　その他特定教育・保育施設の運営に関する重要事項

・運営規程
・重要事項説明
書
・要覧・入園のし
おり

- - ・運営基準第20条 - ・条例第20条 - - ●

35
勤務体制の確

保等
特定教育・保育施設は、教育・保育給付認定子どもに対し、適切な特定教育・保育を提供すること
ができるよう、職員の勤務の体制を定めておかなければならない。

こどもに対し、適切な特定教育・保育を提供することができるよう、職
員の勤務体制を定めているか。

適 / 否 / 対象外
特定教育・
保育施設

文書指摘
事項

-
・職務分掌について、分担表や勤務シフト表等を作成している
かを確認する。

- -
・出席簿
・出勤簿

・運営基準第21条第1項 - ・条例第21条第1項 - - ●

36
勤務体制の確

保等

特定教育・保育施設は、当該特定教育・保育施設の職員によって特定教育・保育を提供しなけれ
ばならない。ただし、教育・保育給付認定子どもに対する特定教育・保育の提供に直接影響を及ぼ
さない業務については、この限りでない。

特定教育・保育施設の職員によって、特定教育・保育が提供されて
いるか。

適 / 否 / 対象外
特定教育・
保育施設

文書指摘
事項

- ・職員名簿にて、職員の資格等を確認する。 - -
・労働者名簿
・資格証明書

・運営基準第21条第2項 - ・条例第21条第2項 - - ●

37
勤務体制の確

保等
特定教育・保育施設は、職員の資質の向上のために、その研修の機会を確保しなければならない。 職員の資質の向上のための研修の機会を確保しているか。 適 / 否 / 対象外

特定教育・
保育施設

文書指摘
事項

-

・施設の課題や職員の勤続年数やニーズを踏まえて、資質の
向上のための研修の機会を確保しているか、研修に参加しや
すいよう努めているか、職員の研修計画や研修報告書を確認
する。
・常勤職員以外を含む全職員に対して研修の機会を確保し
ているか確認する。
・研修の未受講者がいる場合は、補講計画を確認する。

- -
・研修計画表
・研修参加記録
・研修報告書

・運営基準第21条第3項 - ・条例第21条第3項 - - ●

38 定員の遵守

特定教育・保育施設は、利用定員を超えて特定教育・保育の提供を行ってはならない。ただし、年
度中における特定教育・保育に対する需要の増大への対応、法第三十四条第五項に規定する便
宜の提供への対応、児童福祉法第二十四条第五項又は第六項に規定する措置への対応、災
害、虐待その他のやむを得ない事情がある場合は、この限りでない。

利用定員を超えて特定教育・保育の提供を行っていないか。 適 / 否 / 対象外
特定教育・
保育施設

文書指摘
事項

-
・年齢区分毎の利用定員と入所児童数を確認し、定員充足
率を確認する。

-

・利用定員数
・入所児童数
（監査実施年度
の4月1日時点）

- ・運営基準第22条 - ・条例第22条 - - ●

39 掲示等

特定教育・保育施設は、当該特定教育・保育施設の見やすい場所に、運営規程の概要、職員の
勤務の体制、利用者負担その他の利用申込者の特定教育・保育施設の選択に資すると認められる
重要事項を掲示するとともに、電気通信回線に接続して行う自動公衆送信(公衆によって直接受信
されることを目的として公衆からの求めに応じ自動的に送信を行うことをいい、放送又は有線放送に
該当するものを除く。)により公衆の閲覧に供しなければならない。

特定教育・保育施設の見やすい場所に、運営規程の概要、職員の
勤務の体制、利用者負担その他の利用申込者の特定教育・保育
施設の選択に資すると認められる重要事項を掲示するとともに、電気
通信回線に接続して行う自動公衆送信により、公衆の閲覧に供して
いるか。

適 / 否 / 対象外
特定教育・
保育施設

文書指摘
事項

-

・重要事項説明（保護者配布用冊子等）が園内に掲示さ
れているかを確認する。
・インターネット（ここdeサーチや施設のホームページ等）に公
表されているか確認する。

- - - ・運営基準第23条 - ・条例第23条 - - -

40

教育・保育給
付認定子ども
を平等に取り

扱う原則

特定教育・保育施設においては、教育・保育給付認定子どもの国籍、信条、社会的身分又は特定
教育・保育の提供に要する費用を負担するか否かによって、差別的取扱いをしてはならない。

こどもの国籍、信条、社会的身分又は費用負担によって、差別的な
扱いをしていないか。

適 / 否 / 対象外
特定教育・
保育施設

文書指摘
事項

-
・苦情・事故対応記録やヒアリングにて、こどもに対する差別的
な扱いがないかを確認する。

- - - ・運営基準第24条 - ・条例第24条 - - ●
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■監査調書:確認指導監査（D）特定教育・保育施設

番号 分類 基本的な考え方（根拠条文） 監査評価項目・自己点検項目
監査評価項目・自
己点検項目の定義

評価対象と
なる施設

評価区分 経過措置 着眼点 事前提出書類 事前提出情報 当日確認書類 根拠法令等 関連法令・告示・通知等 関連条例等
毎年の確認
を任意とする
項目

参考
項目

施設監査
との重複

41 虐待等の禁止
特定教育・保育施設の職員は、教育・保育給付認定子どもに対し、児童福祉法第33条の10第１
項各号に掲げる行為その他当該教育・保育給付認定子どもの心身に有害な影響を与える行為をし
てはならない。

教育・保育給付認定こどもに対し、児童福祉法第33条の10第１
項各号に掲げる行為（虐待）その他当該児童の心身に有害な影
響を与える行為をしていないか。

＜児童福祉法第33条の10第１項各号＞
１　被措置児童等の身体に外傷が生じ、又は生じるおそれのある暴
行を加えること。
２　被措置児童等にわいせつな行為をすること又は被措置児童等を
してわいせつな行為をさせること。
３　被措置児童等の心身の正常な発達を妨げるような著しい減食
又は⾧時間の放置、同居人若しくは生活を共にする他の児童による
前二号又は次号に掲げる行為の放置その他の施設職員等としての
養育又は業務を著しく怠ること。
４　被措置児童等に対する著しい暴言又は著しく拒絶的な対応そ
の他の被措置児童等に著しい心理的外傷を与える言動を行うこと。

適 / 否 / 対象外
特定教育・
保育施設

文書指摘
事項

-

・苦情・事故対応記録及び、個人別記録・保育日誌等の
日々の保育に関する記録にて、こどもに対する不適切・有害な
かかわり（虐待、暴言、体罰、無視、威圧等）がないかを確
認する。
・前回監査結果通知時からの虐待行為の有無を確認する。
・虐待行為が発生していた場合には、「子ども虐待対応の手
引き」に基づき、適切な対応がされていたか確認する。
・児童出欠簿を確認し、⾧期欠席児童の有無を確認する。
・虐待防止研修の実施有無、虐待防止対応マニュアルの整
備有無、責任者の設置有無を確認する。

- -
・虐待防止対応マ
ニュアル

・運営基準第25条

・虐待等の防止、対応等ガ
イドライン
・子ども虐待対応の手引き
・児童虐待の防止等に関す
る法律
・児童福祉法第33条の
10、11

・条例第25条 - - ●

42 秘密保持等
特定教育・保育施設の職員及び管理者は、正当な理由がなく、その業務上知り得た教育・保育給
付認定子ども又はその家族の秘密を漏らしてはならない。

職員は、正当な理由なく業務上知り得た教育・保育給付認定こども
又は家族の秘密を漏らしていないか。

適 / 否 / 対象外
特定教育・
保育施設

文書指摘
事項

-

・前回監査結果通知時からの情報漏洩の有無を確認する。
・教育・保育給付認定こども又はその家族の秘密の適正な取
り扱いについて、職員に周知しているかを確認する。
・秘密保持に関する研修が実施されているか、職員の研修計
画や研修報告書を確認する。
・個人情報へのアクセスに対するパスワード設定や、紙の資料
を鍵がかけられる棚に保管する等、個人情報の閲覧に対して
必要な対策がとられているか確認する。
・情報管理責任者の設置等、個人情報管理の体制が整備さ
れているか確認する。

- - - ・運営基準第27条第1項 - ・条例第27条第1項 - - ●

43 秘密保持等
特定教育・保育施設は、職員であった者が、正当な理由がなく、その業務上知り得た教育・保育給
付認定子ども又はその家族の秘密を漏らすことがないよう、必要な措置を講じなければならない。

職員であった者が、正当な理由なく、業務上知り得た教育・保育給
付認定こども又はその家族の秘密を漏らすことがないよう必要な措置
を講じているか。

適 / 否 / 対象外
特定教育・
保育施設

文書指摘
事項

-
・職員の誓約書等を確認する。ない場合、秘密保持に対する
取組を確認。

- -
・秘密保持に係る
職員の誓約書

・運営基準第27条第2項 - ・条例第27条第2項 - - ●

44 秘密保持等

特定教育・保育施設は、小学校、他の特定教育・保育施設等、地域子ども・子育て支援事業を行
う者その他の機関に対して、教育・保育給付認定子どもに関する情報を提供する際には、あらかじめ
文書により当該教育・保育給付認定子どもに係る教育・保育給付認定保護者の同意を得ておかな
ければならない。

小学校、他の特定教育・保育施設等、地域子ども・子育て支援事
業を行う者その他の機関に対して、こどもに関する情報を提供する際
には、文書により保護者からの同意を得ているか。

適 / 否 / 対象外
特定教育・
保育施設

文書指摘
事項

-

・情報提供に際して、保護者から同意を得た文書を確認す
る。
※要録について、法令等に基づく第三者提供（小学校への
送付等）に限って、本人（保護者）の同意は不要。

- -
・個人情報使用
同意書

・運営基準第27条第3項

・保育所保育指針の適用
に際しての留意事項につい
て
・幼保連携型認定こども園
園児指導要録の改善及び
認定こども園こども要録の作
成等に関する留意事項等
について

・条例第27条第3項 - - -

45 情報の提供等

特定教育・保育施設は、特定教育・保育施設を利用しようとする小学校就学前子どもに係る教育・
保育給付認定保護者が、その希望を踏まえて適切に特定教育・保育施設を選択することができるよ
うに、当該特定教育・保育施設が提供する特定教育・保育の内容に関する情報の提供を行うよう
努めなければならない。

保護者が、希望を踏まえて適切に特定教育・保育施設を選択する
ことができるように、提供する特定教育・保育の内容に関する情報の
提供を行うよう努めているか。

適 / 否 / 対象外
特定教育・
保育施設

助言指摘
事項

-
・保育内容の情報提供を行っているか、行っている場合は、そ
の方法（HP・パンフレット等）を確認する。

- -
・施設案内
（HP・パンフレット
等）

・運営基準第28条第1項 - ・条例第28条第1項 - - -

46 情報の提供等
特定教育・保育施設は、当該特定教育・保育施設について広告をする場合において、その内容を虚
偽のもの又は誇大なものとしてはならない。

施設についての広告内容が虚偽又は誇大となっていないか。 適 / 否 / 対象外
特定教育・
保育施設

文書指摘
事項

-
・施設についての広告の内容をＨＰや入園のしおり等で確認
する。（虚偽又は誇大となっていないかを確認する。）

- -
・施設案内
（HP・パンフレット
等）

・運営基準第28条第2項 - ・条例第28条第2項 - - -

47
利益供与等の

禁止

特定教育・保育施設は、利用者支援事業(法第五十九条第一号に規定する事業をいう。)その他
の地域子ども・子育て支援事業を行う者(次項において「利用者支援事業者等」という。)、教育・保
育施設若しくは地域型保育を行う者等又はその職員に対し、小学校就学前子ども又はその家族に
対して当該特定教育・保育施設を紹介することの対償として、金品その他の財産上の利益を供与し
てはならない。

施設をこどもや家族に紹介することの対償として、利用者支援事業
者等に金品その他の財産上の利益の供与を行っていないか。

適 / 否 / 対象外
特定教育・
保育施設

文書指摘
事項

-

・利用者支援事業者等との間の契約書・業務提携書類を確
認する。（紹介料等で不適切な条件がないかを確認する。）
・利益供与等の禁止について、職員への周知方法を確認す
る。

- - - ・運営基準第29条第1項 - ・条例第29条第1項 - - -

48
利益供与等の

禁止

特定教育・保育施設は、利用者支援事業者等、教育・保育施設若しくは地域型保育を行う者等
又はその職員から、小学校就学前子ども又はその家族を紹介することの対償として、金品その他の財
産上の利益を収受してはならない。

利用者支援事業者等へこどもや家族を紹介することの対償として、
利用者支援事業者等から金品その他の財産上の利益の収受を
行っていないか。

適 / 否 / 対象外
特定教育・
保育施設

文書指摘
事項

-

・こどもや家族を紹介することの対償として、金銭、商品券、接
待、物品などを受領していないかを確認する。
・利益供与等の禁止について、職員への周知方法を確認す
る。

- - - ・運営基準第29条第2項 - ・条例第29条第2項 - - -

7 / 15 ページ
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■監査調書:確認指導監査（D）特定教育・保育施設

番号 分類 基本的な考え方（根拠条文） 監査評価項目・自己点検項目
監査評価項目・自
己点検項目の定義

評価対象と
なる施設

評価区分 経過措置 着眼点 事前提出書類 事前提出情報 当日確認書類 根拠法令等 関連法令・告示・通知等 関連条例等
毎年の確認
を任意とする
項目

参考
項目

施設監査
との重複

49 苦情解決

特定教育・保育施設は、その提供した特定教育・保育に関する教育・保育給付認定子ども又は教
育・保育給付認定保護者その他の当該教育・保育給付認定子どもの家族(以下この条において
「教育・保育給付認定子ども等」という。)からの苦情に迅速かつ適切に対応するために、苦情を受け
付けるための窓口を設置する等の必要な措置を講じなければならない。

児童又はその保護者等からの苦情に迅速かつ適切に対応するため
に、苦情を受け付けるための窓口を設置する等の必要な措置を講じ
ているか。

適 / 否 / 対象外
特定教育・
保育施設

文書指摘
事項

-

・保護者等からの苦情に迅速かつ適切に対応するため、苦情
解決責任者、苦情受付担当者及び第三者委員を設置して
いるか確認する。
・受け付けた苦情の内容を記録しているか確認する。
・苦情解決の仕組みについて、受付窓口での掲示や重要事
項説明等で、保護者に周知されているか確認する。

- -

・苦情解決に関す
る要綱
・第三者委員の設
置等に関する要
綱

・運営基準第30条第1項 ・社援第1352号通知 ・条例第30条第1項 - - ●

50 苦情解決
特定教育・保育施設は、前項の苦情を受け付けた場合には、当該苦情の内容等を記録しなければ
ならない。

苦情について、その内容等を記録しているか。 適 / 否 / 対象外
特定教育・
保育施設

文書指摘
事項

- ・苦情記録簿や苦情解決の経緯が分かる資料を確認する。 - - ・苦情記録簿 ・運営基準第30条第2項 - ・条例第30条第2項 - - ●

51 苦情解決

特定教育・保育施設は、その提供した特定教育・保育に関し、法第十四条第一項の規定により市
町村が行う報告若しくは帳簿書類その他の物件の提出若しくは提示の命令又は当該市町村の職
員からの質問若しくは特定教育・保育施設の設備若しくは帳簿書類その他の物件の検査に応じ、及
び教育・保育給付認定子ども等からの苦情に関して市町村が行う調査に協力するとともに、市町村
から指導又は助言を受けた場合は、当該指導又は助言に従って必要な改善を行わなければならな
い。

実施している保育に関し、苦情等の対応について都道府県又は市
町村の指導又は助言に従って必要な改善を行っているか。

適 / 否 / 対象外
特定教育・
保育施設

文書指摘
事項

-
・指導又は助言に従って必要な改善を行っているか、改善内
容を確認する。
・苦情対応記録簿等を確認する。

- - ・苦情記録簿 ・運営基準第30条第4項 - ・条例第30条第4項 - - ●

52 苦情解決
特定教育・保育施設は、市町村からの求めがあった場合には、前項の改善の内容を市町村に報告
しなければならない。

市区町村からの求めがあった場合、都道府県又は市町村の指導又
は助言に従って行った改善について、改善報告をしているか。

適 / 否 / 対象外
特定教育・
保育施設

文書指摘
事項

-
・指導又は助言に従って行った改善について、市町村への報
告件数、報告内容を確認する。

- - - ・運営基準第30条第5項 - ・条例第30条第5項 - - -

53
地域との連携

等
特定教育・保育施設は、その運営に当たっては、地域住民又はその自発的な活動等との連携及び
協力を行う等の地域との交流に努めなければならない。

運営に当たっては、地域住民又はその自発的な活動団体等との連
携及び協力を行う等の地域との交流に努めているか。

適 / 否 / 対象外
特定教育・
保育施設

助言指摘
事項

-
・地域交流はどのようなことを実施しているか、確認する。（子
育て支援に関わる地域人材の活用を図っているか、交流記録
やヒアリング等で確認する。）

- - - ・運営基準第31条 - ・条例第31条 - - ●

54
事故発生の防
止及び発生時

の対応

特定教育・保育施設は、事故の発生又はその再発を防止するため、次の各号に定める措置を講じ
なければならない。
一　事故が発生した場合の対応、次号に規定する報告の方法等が記載された事故発生の防止のた
めの指針を整備すること。
二　事故が発生した場合又はそれに至る危険性がある事態が生じた場合に、当該事実が報告され、
その分析を通じた改善策を従業者に周知徹底する体制を整備すること。
三　事故発生の防止のための委員会及び従業者に対する研修を定期的に行うこと。

事故の発生又はその再発を防止するための措置を講じているか。 適 / 否 / 対象外
特定教育・
保育施設

文書指摘
事項

-
・事故対応マニュアルを確認する。また、事故防止のための研
修が実施されているかを確認する。さらに、事故等があった場
合、職員へ適切に周知されているかを確認する。

- -
・事故対応マニュ
アル

・運営基準第32条第1項 - ・条例第32条第1項 - - ●

55
事故発生の防
止及び発生時

の対応

特定教育・保育施設は、教育・保育給付認定子どもに対する特定教育・保育の提供により事故が
発生した場合は、速やかに市町村、当該教育・保育給付認定子どもの家族等に連絡を行うととも
に、必要な措置を講じなければならない。

事故発生後、速やかに市区町村、こどもの家族等に連絡を行うととも
に、必要な措置を講じる体制が整備されているか。

適 / 否 / 対象外
特定教育・
保育施設

文書指摘
事項

-
・事故に関する記録を確認する。（事故発生件数と、そのう
ち、保護者への連絡件数及び市町村への報告件数を確認す
る。）

- - ・緊急連絡先 ・運営基準第32条第2項 - ・条例第32条第2項 - - ●

56
事故発生の防
止及び発生時

の対応

特定教育・保育施設は、前項の事故の状況及び事故に際して採った処置について記録しなければ
ならない。

事故の状況及び処置について記録しているか。 適 / 否 / 対象外
特定教育・
保育施設

文書指摘
事項

-
・事故に関する記録、ヒヤリハットの記録を確認する。
・各記録に、原因分析や再発防止策が記載されているか確
認する。

- -
・事故記録表
・ヒヤリハット記録
表

・運営基準第32条第3項 - ・条例第32条第3項 - - ●

57
事故発生の防
止及び発生時

の対応

特定教育・保育施設は、教育・保育給付認定子どもに対する特定教育・保育の提供により賠償す
べき事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行わなければならない。

教育・保育給付認定こどもに対する特定教育・保育の提供により賠
償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行っている
か。

適 / 否 / 対象外
特定教育・
保育施設

文書指摘
事項

-
・賠償すべき事故が発生した場合に備えて保険に加入してい
るか（加入していない場合は、その理由）を確認する。また、
前年度からの監査時点までの保険の適用件数を確認する。

- -

・賠償責任保険
加入書
・傷害保険加入
書

・運営基準第32条第4項 - ・条例第32条第4項 - - ●

58 会計の区分
特定教育・保育施設は、特定教育・保育の事業の会計をその他の事業の会計と区分しなければな
らない。

特定教育・保育事業の会計を他の事業会計と区分しているか。 適 / 否 / 対象外
特定教育・
保育施設

文書指摘
事項

- ・前年度の決算書・今年度の予算書を確認する。
・前年度の決算書
・今年度の予算書

- - ・運営基準第33条 - ・条例第33条 - - ●

59 記録の整備 特定教育・保育施設は、職員、設備及び会計に関する諸記録を整備しておかなければならない。 設備に関する記録を整備しているか。 適 / 否 / 対象外
特定教育・
保育施設

文書指摘
事項

-

・以下書類を確認する。

【設備に関する記録の例】
・施設・設備が、法令その他各自治体が認める設置基準に
従って整備されていることがわかる書類
・施設・設備、備品等が、児童の保健衛生・危害防止に十分
配慮され衛生的に管理されていることがわかる書類
・防災計画、害虫駆除、受動喫煙の防止、事故発生防止、
防犯対策等が適正に実施されているかがわかる書類

※特定教育・保育施設等は、記録、作成、保存その他これら
に類するもののうち、この府令の規定において書面等により行う
ことが規定されているものについては、当該書面等に代えて、
当該書面等に係る電磁的記録により行うことができる。

- - - ・運営基準第34条第1項 ・運営基準第62条 ・条例第34条第1項 - - ●
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【別紙】監査調書 確認指導監査（D）特定教育・保育施設・（E）特定地域型保育事業

■監査調書:確認指導監査（D）特定教育・保育施設

番号 分類 基本的な考え方（根拠条文） 監査評価項目・自己点検項目
監査評価項目・自
己点検項目の定義

評価対象と
なる施設

評価区分 経過措置 着眼点 事前提出書類 事前提出情報 当日確認書類 根拠法令等 関連法令・告示・通知等 関連条例等
毎年の確認
を任意とする
項目

参考
項目

施設監査
との重複

60 記録の整備 特定教育・保育施設は、職員、設備及び会計に関する諸記録を整備しておかなければならない。 職員に関する記録を整備しているか。 適 / 否 / 対象外
特定教育・
保育施設

文書指摘
事項

-

・以下書類を確認する。

【職員に関する記録の例】
・労働契約における契約書・その他適正な賃金や労働条件を
明示した書類や文書等
・各時間帯において保育従事者が施設等の規模に応じて
各々の基準どおり（または適正に）配置されていることがわか
る書類
・正規の手続きを経て整備された就業規則や給与規程等
・社会保険（健康保険、厚生年金保険、雇用保険等）へ
の加入を証する書類
・安全衛生管理体制がわかる書類
・職員の健康診断の実施状況が分かる書類

※特定教育・保育施設等は、記録、作成、保存その他これら
に類するもののうち、この府令の規定において書面等により行う
ことが規定されているものについては、当該書面等に代えて、
当該書面等に係る電磁的記録により行うことができる。

- - - ・運営基準第34条第1項 ・運営基準第62条
・条例第34条第1項
・条例第53条第1項

- - ●

61 記録の整備 特定教育・保育施設は、職員、設備及び会計に関する諸記録を整備しておかなければならない。 会計に関する記録を整備しているか。 適 / 否 / 対象外
特定教育・
保育施設

文書指摘
事項

-

・以下書類を確認する。

【会計に関する記録の例】
・適正な会計処理のため必要な事項について経理規程を定
めているかが分かる書類
・各会計年度に作成すべき計算書類（収支計算書、損益
計算書、貸借対照表等）
・施設利用者から預かる金銭等を含めた現預金等の出納管
理簿

※特定教育・保育施設等は、記録、作成、保存その他これら
に類するもののうち、この府令の規定において書面等により行う
ことが規定されているものについては、当該書面等に代えて、
当該書面等に係る電磁的記録により行うことができる。

- - - ・運営基準第34条第1項 ・運営基準第62条
・条例第34条第1項
・条例第53条第1項

- - ●

62 記録の整備

特定教育・保育施設は、教育・保育給付認定子どもに対する特定教育・保育の提供に関する次に
掲げる記録を整備し、その完結の日から五年間保存しなければならない。

一　第十五条第一項各号に定めるものに基づく特定教育・保育の提供に当たっての計画
二　第十二条の規定による特定教育・保育の提供の記録
三　第十九条の規定による市町村への通知に係る記録
四　第三十条第二項に規定する苦情の内容等の記録
五　第三十二条第三項に規定する事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録

特定教育・保育の提供に関する記録（特定教育・保育の提供に当
たっての計画、特定教育・保育の提供の記録、市町村への通知に
係る記録、苦情の内容等の記録、事故の状況及び事故に際して
採った処置についての記録）を整備しているか。

適 / 否 / 対象外
特定教育・
保育施設

文書指摘
事項

-

・特定教育・保育の提供に当たっての計画、特定教育・保育
の提供の記録、市町村への通知に係る記録、苦情の内容等
の記録、事故の状況及び事故に際して採った処置についての
記録を確認する。

- - - ・運営基準第34条第2項 - ・条例第34条第2項 - - ●

63 記録の整備

特定教育・保育施設は、教育・保育給付認定子どもに対する特定教育・保育の提供に関する次に
掲げる記録を整備し、その完結の日から五年間保存しなければならない。

一　第十五条第一項各号に定めるものに基づく特定教育・保育の提供に当たっての計画
二　第十二条の規定による特定教育・保育の提供の記録
三　第十九条の規定による市町村への通知に係る記録
四　第三十条第二項に規定する苦情の内容等の記録
五　第三十二条第三項に規定する事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録

特定教育・保育の提供に関する記録（特定教育・保育の提供に当
たっての計画、特定教育・保育の提供の記録、市町村への通知に
係る記録、苦情の内容等の記録、事故の状況及び事故に際して
採った処置についての記録）を、その完結の日から５年間保存して
いるか。

適 / 否 / 対象外
特定教育・
保育施設

文書指摘
事項

-

・特定教育・保育の提供に当たっての計画、特定教育・保育
の提供の記録、市町村への通知に係る記録、苦情の内容等
の記録、事故の状況及び事故に際して採った処置についての
記録を確認する。

- - - ・運営基準第34条第2項 - ・条例第34条第2項 - - -

64 公定価格

子ども・子育て支援法第19条各号に掲げる小学校就学前子どもの区分、保育必要量、当該特定
教育・保育施設の所在する地域等を勘案して算定される特定教育・保育に通常要する費用の額を
勘案して内閣総理大臣が定める基準により算定した費用の額（その額が現に当該支給認定教育・
保育に要した費用の額を超えるときは、当該現に支給認定教育・保育に要した費用の額）

公定価格の算定方法、加算要件及び申請手続き等について、「留意事項通知」のとおりとされてい
るか。

公定価格の算定方法、加算要件及び申請手続き等について、「留
意事項通知」のとおりとなっているか。「公定価格確認項目:確認指
導監査（D）特定教育・保育施設・（E）特定地域型保育事業」
の「公定価格に関する監査評価項目・自己点検項目」をそれぞれ確
認する。

※給付時において要件等の確認を自治体として行っている場合等に
は、自治体の判断で省略可。ただし、不正等が疑われる場合はしっ
かりと確認すること。 

適 / 否 / 対象外
特定教育・
保育施設

文書指摘
事項

-
・職員の出勤簿、児童の出席簿、職員配置図を確認する。
・使途内訳の記録を確認し、支払信憑（給与明細、振込記
録）と照合し、残額・繰越の取扱いを確認する。

※システム化に当
たっては、保育業
務施設管理プラッ
トフォームで管理す
る給付情報を適
宜参照できる形と
する想定。

※システム化に当
たっては、保育業
務施設管理プラッ
トフォームで管理す
る給付情報を適
宜参照できる形と
する想定。

-
・子ども・子育て支援法第27条第3項
・留意事項通知

・施設型給付費等に係る
処遇改善等加算について

- - - -
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【別紙】監査調書 確認指導監査（D）特定教育・保育施設・（E）特定地域型保育事業

■公定価格確認項目:確認指導監査（D）特定教育・保育施設・（E）特定地域型保育事業
※給付時において要件等の確認を自治体として行っている場合等には、自治体の判断で省略可。ただし、不正等が疑われる場合はしっかりと確認すること。 
※自治体独自で確認する項目について、任意で「監査評価項目・自己点検項目」へ追加することも想定する。

評価対象となる条件（保育施設等分類）

番号 大分類 中分類 公定価格に関する監査評価項目・自己点検項目
公定価格確認項目

の定義
保育所

（２・３号）
認定こども園
（１号）

認定こども園
（２・３号）

小規模保育事業
Ａ型・Ｂ型
（３号）

根拠法令等 関連法令

1 基本部分 基本分単価
基本分単価について、額の算定、基本分単価に含まれる職員構成、
連携施設経費は、「留意事項通知」に適合しているか。

適 / 否 / 対象外 ● ● ● ●
・子ども・子育て支援法第27条第3項
・留意事項通知

・施設型給付費等に係る
処遇改善等加算について

2 基本加算部分 処遇改善等加算
処遇改善等加算について、加算の要件、加算の認定、加算額の算定
は、「施設型給付費等に係る処遇改善等加算について」に適合してい
るか。

適 / 否 / 対象外 ● ● ● ●
・子ども・子育て支援法第27条第3項
・留意事項通知

・施設型給付費等に係る
処遇改善等加算について

3 基本加算部分 保育士比率向上加算
保育士比率向上加算について、加算の要件、加算の認定、加算額の
算定は、「留意事項通知」に適合しているか。

適 / 否 / 対象外
●

※小規模保育事業
B型のみ

・子ども・子育て支援法第27条第3項
・留意事項通知

・施設型給付費等に係る
処遇改善等加算について

4 基本加算部分 障害児保育加算
障害児保育加算、調整の適用を受ける事業所の要件、調整の適用を
受ける事業所の認定、調整額の算定について、「留意事項通知」に適
合しているか。

適 / 否 / 対象外 ●
・子ども・子育て支援法第27条第3項
・留意事項通知

・施設型給付費等に係る
処遇改善等加算について

5 基本加算部分 副園⾧・教頭配置加算
副園⾧・教頭配置加算について、加算の要件、加算の認定、加算額
の算定は、「留意事項通知」に適合しているか。

適 / 否 / 対象外 ●
・子ども・子育て支援法第27条第3項
・留意事項通知

・施設型給付費等に係る
処遇改善等加算について

6 基本加算部分 学級編制調整加配加算
学級編制調整加配加算について、加算の要件、加算の認定、加算額
の算定は、「留意事項通知」に適合しているか。

適 / 否 / 対象外 ●
・子ども・子育て支援法第27条第3項
・留意事項通知

・施設型給付費等に係る
処遇改善等加算について

7 基本加算部分 ３歳児配置改善加算
３歳児配置改善加算について、加算の要件、加算の認定、加算額の
算定は、「留意事項通知」に適合しているか。

適 / 否 / 対象外 ● ● ●
・子ども・子育て支援法第27条第3項
・留意事項通知

・施設型給付費等に係る
処遇改善等加算について

8 基本加算部分 ４歳以上児配置改善加算
４歳以上児配置改善加算について、加算の要件、加算の認定、加算
額の算定は、「留意事項通知」に適合しているか。

適 / 否 / 対象外 ● ● ●
・子ども・子育て支援法第27条第3項
・留意事項通知

・施設型給付費等に係る
処遇改善等加算について

9 基本加算部分 1歳児配置改善加算
1歳児配置改善加算について、加算の要件、加算の認定、加算額の
算定は、「留意事項通知」に適合しているか。

適 / 否 / 対象外 ● ● ●
・子ども・子育て支援法第27条第3項
・留意事項通知

・施設型給付費等に係る
処遇改善等加算について
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【別紙】監査調書 確認指導監査（D）特定教育・保育施設・（E）特定地域型保育事業

■公定価格確認項目:確認指導監査（D）特定教育・保育施設・（E）特定地域型保育事業
※給付時において要件等の確認を自治体として行っている場合等には、自治体の判断で省略可。ただし、不正等が疑われる場合はしっかりと確認すること。 
※自治体独自で確認する項目について、任意で「監査評価項目・自己点検項目」へ追加することも想定する。

評価対象となる条件（保育施設等分類）

番号 大分類 中分類 公定価格に関する監査評価項目・自己点検項目
公定価格確認項目

の定義
保育所

（２・３号）
認定こども園
（１号）

認定こども園
（２・３号）

小規模保育事業
Ａ型・Ｂ型
（３号）

根拠法令等 関連法令

10 基本加算部分 満３歳児対応加配加算
満３歳児対応加配加算について、加算の要件、加算の認定、加算額
の算定は、「留意事項通知」に適合しているか。

適 / 否 / 対象外 ●
・子ども・子育て支援法第27条第3項
・留意事項通知

・施設型給付費等に係る
処遇改善等加算について

11 基本加算部分 休日保育加算
休日保育加算について、加算の要件、加算の認定、加算額の算定、
実績の報告等は、「留意事項通知」に適合しているか。

適 / 否 / 対象外 ● ● ●
・子ども・子育て支援法第27条第3項
・留意事項通知

・施設型給付費等に係る
処遇改善等加算について

12 基本加算部分 夜間保育加算
夜間保育加算について、加算の要件、加算額の算定は、「留意事項
通知」に適合しているか。

適 / 否 / 対象外 ● ● ●
・子ども・子育て支援法第27条第3項
・留意事項通知

・施設型給付費等に係る
処遇改善等加算について

13 基本加算部分 減価償却費加算
減価償却費加算について、加算の要件、加算の認定、加算額の算定
は、「留意事項通知」に適合しているか。

適 / 否 / 対象外 ● ● ●
・子ども・子育て支援法第27条第3項
・留意事項通知

・施設型給付費等に係る
処遇改善等加算について

14 基本加算部分 賃借料加算
賃借料加算について、加算の要件、加算の認定、加算額の算定は、
「留意事項通知」に適合しているか。

適 / 否 / 対象外 ● ● ●
・子ども・子育て支援法第27条第3項
・留意事項通知

・施設型給付費等に係る
処遇改善等加算について

15 基本加算部分 講師配置加算
講師配置加算について、加算の要件、加算の認定、加算額の算定
は、「留意事項通知」に適合しているか。

適 / 否 / 対象外 ●
・子ども・子育て支援法第27条第3項
・留意事項通知

・施設型給付費等に係る
処遇改善等加算について

16 基本加算部分 チーム保育加配加算
チーム保育加配加算について、加算の要件、加算の認定、加算額の
算定は、「留意事項通知」に適合しているか。

適 / 否 / 対象外 ● ●
・子ども・子育て支援法第27条第3項
・留意事項通知

・施設型給付費等に係る
処遇改善等加算について

17 基本加算部分 チーム保育推進加算
チーム保育推進加算について、加算の要件、加算の認定、加算額の
算定、実績の報告等は、「留意事項通知」に適合しているか。

適 / 否 / 対象外 ●
・子ども・子育て支援法第27条第3項
・留意事項通知

・施設型給付費等に係る
処遇改善等加算について

18 基本加算部分 通園送迎加算
通園送迎加算について、加算の要件、加算の認定、加算額の算定
は、「留意事項通知」に適合しているか。

適 / 否 / 対象外 ●
・子ども・子育て支援法第27条第3項
・留意事項通知

・施設型給付費等に係る
処遇改善等加算について
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【別紙】監査調書 確認指導監査（D）特定教育・保育施設・（E）特定地域型保育事業

■公定価格確認項目:確認指導監査（D）特定教育・保育施設・（E）特定地域型保育事業
※給付時において要件等の確認を自治体として行っている場合等には、自治体の判断で省略可。ただし、不正等が疑われる場合はしっかりと確認すること。 
※自治体独自で確認する項目について、任意で「監査評価項目・自己点検項目」へ追加することも想定する。

評価対象となる条件（保育施設等分類）

番号 大分類 中分類 公定価格に関する監査評価項目・自己点検項目
公定価格確認項目

の定義
保育所

（２・３号）
認定こども園
（１号）

認定こども園
（２・３号）

小規模保育事業
Ａ型・Ｂ型
（３号）

根拠法令等 関連法令

19 基本加算部分 給食実施加算
給食実施加算について、加算の要件、加算の認定、加算額の算定
は、「留意事項通知」に適合しているか。

適 / 否 / 対象外 ●
・子ども・子育て支援法第27条第3項
・留意事項通知

・施設型給付費等に係る
処遇改善等加算について

20 基本加算部分 外部監査費加算
外部監査費加算について、加算の要件、加算の認定、加算額の算定
は、「留意事項通知」に適合しているか。

適 / 否 / 対象外 ● ●
・子ども・子育て支援法第27条第3項
・留意事項通知

・施設型給付費等に係る
処遇改善等加算について

21 基本加算部分 副食費徴収免除加算
副食費徴収免除加算について、加算の要件、加算の認定、加算額の
算定は、「留意事項通知」に適合しているか。

適 ● ● ●
・子ども・子育て支援法第27条第3項
・留意事項通知

・施設型給付費等に係る
処遇改善等加算について

22 加減調整部分
１号認定子どもの利用定

員を設定しない場合

１号認定子どもの利用定員を設定しない場合について、調整の適用を
受ける施設の要件、調整額の算定は、「留意事項通知」に適合してい
るか。

適 / 否 / 対象外 ●
・子ども・子育て支援法第27条第3項
・留意事項通知

・施設型給付費等に係る
処遇改善等加算について

23 加減調整部分
連携施設を設定していない

場合

連携施設を設定していない場合について、調整の適用を受ける事業所
の要件、調整の適用を受ける施設もしくは事業所の認定、調整額の算
定は、「留意事項通知」に適合しているか。

適 / 否 / 対象外 ●
・子ども・子育て支援法第27条第3項
・留意事項通知

・施設型給付費等に係る
処遇改善等加算について

24 加減調整部分

食事の提供について自園調
理又は連携施設等からの
搬入以外の方法による場

合

食事の提供について自園調理又は連携施設等からの搬入以外の方法
による場合について、調整の適用を受ける事業所の要件、調整の適用
を受ける事業所の認定、調整額の算定は、「留意事項通知」に適合し
ているか。

適 / 否 / 対象外 ●
・子ども・子育て支援法第27条第3項
・留意事項通知

・施設型給付費等に係る
処遇改善等加算について

25 加減調整部分
主幹教諭等の専任化により
子育て支援の取組を実施

していない場合

主幹教諭等の専任化により子育て支援の取組を実施していない場合
について、調整の適用を受ける施設の要件、調整の適用を受ける施設
の認定、調整額の算定は、「留意事項通知」に適合しているか。

適 / 否 / 対象外 ● ●
・子ども・子育て支援法第27条第3項
・留意事項通知

・施設型給付費等に係る
処遇改善等加算について

26 加減調整部分
管理者を配置していない場

合

管理者を配置していない場合について、調整の適用を受ける事業所の
要件、調整の適用を受ける事業所の認定、調整額の算定は、「留意
事項通知」に適合しているか。

適 / 否 / 対象外 ●
・子ども・子育て支援法第27条第3項
・留意事項通知

・施設型給付費等に係る
処遇改善等加算について

27 加減調整部分 分園の場合
分園の場合について、調整の適用を受ける施設の要件、調整額の算
定は、「留意事項通知」に適合しているか。

適 / 否 / 対象外 ● ●
・子ども・子育て支援法第27条第3項
・留意事項通知

・施設型給付費等に係る
処遇改善等加算について
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【別紙】監査調書 確認指導監査（D）特定教育・保育施設・（E）特定地域型保育事業

■公定価格確認項目:確認指導監査（D）特定教育・保育施設・（E）特定地域型保育事業
※給付時において要件等の確認を自治体として行っている場合等には、自治体の判断で省略可。ただし、不正等が疑われる場合はしっかりと確認すること。 
※自治体独自で確認する項目について、任意で「監査評価項目・自己点検項目」へ追加することも想定する。

評価対象となる条件（保育施設等分類）

番号 大分類 中分類 公定価格に関する監査評価項目・自己点検項目
公定価格確認項目

の定義
保育所

（２・３号）
認定こども園
（１号）

認定こども園
（２・３号）

小規模保育事業
Ａ型・Ｂ型
（３号）

根拠法令等 関連法令

28 加減調整部分
施設⾧を配置していない場

合

施設⾧を配置していない場合について、調整の適用を受ける施設の要
件、調整の適用を受ける施設の認定、調整額の算定は、「留意事項
通知」に適合しているか。

適 / 否 / 対象外 ●
・子ども・子育て支援法第27条第3項
・留意事項通知

・施設型給付費等に係る
処遇改善等加算について

29 加減調整部分 土曜日に閉所する場合
土曜日に閉所する場合について、調整の適用を受ける施設もしくは事
業所の要件、調整の適用を受ける施設もしくは事業所の認定、調整額
の算定は、「留意事項通知」に適合しているか。

適 / 否 / 対象外 ● ● ●
・子ども・子育て支援法第27条第3項
・留意事項通知

・施設型給付費等に係る
処遇改善等加算について

30 加減調整部分
年齢別配置基準を下回る

場合

年齢別配置基準を下回る場合について、調整の適用を受ける施設の
要件、調整の適用を受ける施設の認定、調整額の算定は、「留意事
項通知」に適合しているか。

適 / 否 / 対象外 ● ●
・子ども・子育て支援法第27条第3項
・留意事項通知

・施設型給付費等に係る
処遇改善等加算について

31 加減調整部分
配置基準上求められる職
員資格を有しない場合

配置基準上求められる職員資格を有しない場合について、調整の適用
を受ける施設の要件、調整の適用を受ける施設の認定、調整額の算
定は、「留意事項通知」に適合しているか。

適 / 否 / 対象外 ● ●
・子ども・子育て支援法第27条第3項
・留意事項通知

・施設型給付費等に係る
処遇改善等加算について

32 加減調整部分
安全計画の策定等をしてい

ない場合

安全計画の策定等をしていない場合について、調整の適用を受ける施
設もしくは事業所の要件、調整の適用を受ける施設もしくは事業所の
認定、調整額の算定は、「留意事項通知」に適合しているか。

適 / 否 / 対象外 ● ● ● ●
・子ども・子育て支援法第27条第3項
・留意事項通知

・施設型給付費等に係る
処遇改善等加算について

33 加減調整部分
経営情報の報告等を行って

いない場合

経営情報の報告等を行っていない場合について、調整の適用を受ける
施設もしくは事業所の要件、調整の適用を受ける施設もしくは事業所
の認定、調整額の算定は、「留意事項通知」に適合しているか。

適 / 否 / 対象外 ● ● ● ●
・子ども・子育て支援法第27条第3項
・留意事項通知

・施設型給付費等に係る
処遇改善等加算について

34 乗除調整部分
定員を恒常的に超過する

場合

定員を恒常的に超過する場合について、調整の適用を受ける施設もし
くは事業所の要件、調整の適用を受ける施設もしくは事業所の認定、
適用される基本部分及び加減調整部分の額の調整の方法は、「留意
事項通知」に適合しているか。

適 / 否 / 対象外 ● ● ● ●
・子ども・子育て支援法第27条第3項
・留意事項通知

・施設型給付費等に係る
処遇改善等加算について

35 特定加算部分 主任保育士専任加算
主任保育士専任加算について、加算の要件、加算の認定、加算額の
算定は、「留意事項通知」に適合しているか。

適 / 否 / 対象外 ●
・子ども・子育て支援法第27条第3項
・留意事項通知

・施設型給付費等に係る
処遇改善等加算について

36 特定加算部分 療育支援加算
療育支援加算について、加算の要件、加算の認定、加算額の算定
は、「留意事項通知」に適合しているか。

適 / 否 / 対象外 ● ● ● ●
・子ども・子育て支援法第27条第3項
・留意事項通知

・施設型給付費等に係る
処遇改善等加算について
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【別紙】監査調書 確認指導監査（D）特定教育・保育施設・（E）特定地域型保育事業

■公定価格確認項目:確認指導監査（D）特定教育・保育施設・（E）特定地域型保育事業
※給付時において要件等の確認を自治体として行っている場合等には、自治体の判断で省略可。ただし、不正等が疑われる場合はしっかりと確認すること。 
※自治体独自で確認する項目について、任意で「監査評価項目・自己点検項目」へ追加することも想定する。

評価対象となる条件（保育施設等分類）

番号 大分類 中分類 公定価格に関する監査評価項目・自己点検項目
公定価格確認項目

の定義
保育所

（２・３号）
認定こども園
（１号）

認定こども園
（２・３号）

小規模保育事業
Ａ型・Ｂ型
（３号）

根拠法令等 関連法令

37 特定加算部分 事務職員雇上費加算
事務職員雇上費加算について、加算の要件、加算の認定、加算額の
算定は、「留意事項通知」に適合しているか。

適 / 否 / 対象外 ●
・子ども・子育て支援法第27条第3項
・留意事項通知

・施設型給付費等に係る
処遇改善等加算について

38 特定加算部分 事務職員配置加算
事務職員配置加算について、加算の要件、加算の認定、加算額の算
定は、「留意事項通知」に適合しているか。

適 / 否 / 対象外 ●
・子ども・子育て支援法第27条第3項
・留意事項通知

・施設型給付費等に係る
処遇改善等加算について

39 特定加算部分 指導充実加配加算
指導充実加配加算について、加算の要件、加算の認定、加算額の算
定は、「留意事項通知」に適合しているか。

適 / 否 / 対象外 ●
・子ども・子育て支援法第27条第3項
・留意事項通知

・施設型給付費等に係る
処遇改善等加算について

40 特定加算部分 事務負担対応加配加算
事務負担対応加配加算について、加算の要件、加算の認定、加算額
の算定は、「留意事項通知」に適合しているか。

適 / 否 / 対象外 ●
・子ども・子育て支援法第27条第3項
・留意事項通知

・施設型給付費等に係る
処遇改善等加算について

41 特定加算部分 冷暖房費加算
冷暖房費加算について、加算の要件、加算額の算定は、「留意事項
通知」に適合しているか。

適 ● ● ● ●
・子ども・子育て支援法第27条第3項
・留意事項通知

・施設型給付費等に係る
処遇改善等加算について

42 特定加算部分 施設関係者評価加算
施設関係者評価加算について、加算の要件、加算の認定、加算額の
算定は、「留意事項通知」に適合しているか。

適 / 否 / 対象外 ● ●
・子ども・子育て支援法第27条第3項
・留意事項通知

・施設型給付費等に係る
処遇改善等加算について

43 特定加算部分 除雪費加算
除雪費加算について、加算の要件、加算の認定、加算額の算定は、
「留意事項通知」に適合しているか。

適 / 否 / 対象外 ● ● ● ●
・子ども・子育て支援法第27条第3項
・留意事項通知

・施設型給付費等に係る
処遇改善等加算について

44 特定加算部分 降灰除去費加算
降灰除去費加算について、加算の要件、加算の認定、加算額の算定
は、「留意事項通知」に適合しているか。

適 / 否 / 対象外 ● ● ● ●
・子ども・子育て支援法第27条第3項
・留意事項通知

・施設型給付費等に係る
処遇改善等加算について

45 特定加算部分 高齢者等活躍促進加算
高齢者等活躍促進加算について、加算の要件、加算の認定、加算額
の算定、実績の報告等は、「留意事項通知」に適合しているか。

適 / 否 / 対象外 ● ●
・子ども・子育て支援法第27条第3項
・留意事項通知

・施設型給付費等に係る
処遇改善等加算について
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【別紙】監査調書 確認指導監査（D）特定教育・保育施設・（E）特定地域型保育事業

■公定価格確認項目:確認指導監査（D）特定教育・保育施設・（E）特定地域型保育事業
※給付時において要件等の確認を自治体として行っている場合等には、自治体の判断で省略可。ただし、不正等が疑われる場合はしっかりと確認すること。 
※自治体独自で確認する項目について、任意で「監査評価項目・自己点検項目」へ追加することも想定する。

評価対象となる条件（保育施設等分類）

番号 大分類 中分類 公定価格に関する監査評価項目・自己点検項目
公定価格確認項目

の定義
保育所

（２・３号）
認定こども園
（１号）

認定こども園
（２・３号）

小規模保育事業
Ａ型・Ｂ型
（３号）

根拠法令等 関連法令

46 特定加算部分 施設機能強化推進費加算
施設機能強化推進費加算について、加算の要件、加算の認定、加算
額の算定、実績の報告等は、「留意事項通知」に適合しているか。

適 / 否 / 対象外 ● ● ● ●
・子ども・子育て支援法第27条第3項
・留意事項通知

・施設型給付費等に係る
処遇改善等加算について

47 特定加算部分 小学校接続加算
小学校接続加算について、加算の要件、加算の認定、加算額の算定
は、「留意事項通知」に適合しているか。

適 / 否 / 対象外 ● ● ●
・子ども・子育て支援法第27条第3項
・留意事項通知

・施設型給付費等に係る
処遇改善等加算について

48 特定加算部分 栄養管理加算
栄養管理加算について、加算の要件、加算の認定、加算額の算定
は、「留意事項通知」に適合しているか。

適 / 否 / 対象外 ● ● ●
・子ども・子育て支援法第27条第3項
・留意事項通知

・施設型給付費等に係る
処遇改善等加算について

49 特定加算部分 第三者評価受審加算
第三者評価受審加算について、加算の要件、加算の認定、加算額の
算定は、「留意事項通知」に適合しているか。

適 / 否 / 対象外 ● ● ● ●
・子ども・子育て支援法第27条第3項
・留意事項通知

・施設型給付費等に係る
処遇改善等加算について

50 特定加算部分
特別地域保育体制確保対

応加算

特別地域保育体制確保対応加算について、加算の要件、加算の認
定、加算額の算定、実績の報告等は、「留意事項通知」に適合してい
るか。

適 / 否 / 対象外 ● ● ●
・子ども・子育て支援法第27条第3項
・留意事項通知

・施設型給付費等に係る
処遇改善等加算について

51 特定加算部分 保育ＩＣＴ推進加算
保育ＩＣＴ推進加算について、加算の要件、加算の認定、加算額の
算定は、「留意事項通知」に適合しているか。

適 / 否 / 対象外 ● ● ● ●
・子ども・子育て支援法第27条第3項
・留意事項通知

・施設型給付費等に係る
処遇改善等加算について
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